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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 主要な経営指標等の推移 
 

 
平成16年度 
中間連結 
会計期間 

平成17年度 
中間連結 
会計期間 

平成18年度 
中間連結 
会計期間 

平成16年度 平成17年度 

 

(自平成16年 
  ４月１日 
至平成16年 
 ９月30日) 

(自平成17年 
  ４月１日 
至平成17年 
 ９月30日) 

(自平成18年 
  ４月１日 
至平成18年 
 ９月30日) 

(自平成16年 
  ４月１日 
至平成17年 
 ３月31日) 

(自平成17年 
  ４月１日 
至平成18年 
 ３月31日) 

連結経常収益 百万円 1,778,173 1,757,879 1,825,751 3,580,796 3,705,136

連結経常利益 
(△は連結経常損失) 

百万円 114,100 463,768 357,136 △30,293 963,554

連結中間純利益 百万円 53,372 392,327 243,660 ― ―

連結当期純利益 
(△は連結当期純損失) 

百万円 ― ― ― △234,201 686,841

連結純資産額 百万円 3,020,911 3,262,340 4,622,792 2,775,728 4,454,399

連結総資産額 百万円 101,054,242 102,233,832 102,551,964 99,731,858 107,010,575

１株当たり純資産額 円 230,491.11 261,250.37 394,556.25 164,821.08 400,168.89

１株当たり中間純利益 円 9,119.40 57,635.50 32,782.19 ― ―

１株当たり当期純利益 
(△は１株当たり 
当期純損失) 

円 ― ― ― △44,388.07 94,733.62

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

円 5,245.69 44,223.65 27,514.41 ― ―

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

円 ― ― ― ― 75,642.93

連結自己資本比率 
(第一基準) 

％ 10.93 11.00 10.07 9.94 12.39

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △3,230,728 △952,729 △4,330,906 △3,280,122 2,208,354

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 2,906,435 888,242 2,883,317 2,623,525 △662,482

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 117,850 171,555 △1,234,728 54,119 679,464

現金及び現金同等物 
の中間期末残高 

百万円 3,327,694 3,039,507 2,478,784 ― ―

現金及び現金同等物 
の期末残高 

百万円 ― ― ― 2,930,645 5,159,822

従業員数 
[外、平均臨時従業員数] 

人 
42,339
[13,016]

41,490
[12,955]

41,936
[13,238]

40,683 
[13,064] 

40,681
[13,015]

(注) １ 当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、平成16年度は連結当期純損失が計上されている

ため、記載しておりません。 
３ 平成18年度中間連結会計期間から、連結純資産額及び連結総資産額の算定に当たっては、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

４ 平成18年度中間連結会計期間から、１株当たり純資産額は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準
の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)が改正されたことに伴い、繰延ヘッジ損益を含めて算出して
おります。 

５ 連結自己資本比率は、銀行法第52条の25の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき算出して
おります。なお、当社は第一基準を適用しております。 
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(2) 提出会社の主要な経営指標等の推移 

 

回次 第３期中 第４期中 第５期中 第３期 第４期 

決算年月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成17年３月 平成18年３月

営業収益 百万円 205,265 16,206 321,340 258,866 55,482

経常利益 百万円 203,119 12,424 319,112 253,448 48,264

中間純利益 百万円 202,194 38,435 318,223 ― ―

当期純利益 百万円 ― ― ― 252,228 73,408

資本金 百万円 1,247,650 1,352,651 1,420,877 1,352,651 1,420,877

発行済株式総数 株 

普通株式 
6,205,379

優先株式 
994,302

普通株式 
7,303,472

優先株式 
950,101

普通株式 
7,733,653

優先株式 
315,101

普通株式 
6,273,792 

優先株式 
1,057,188 

普通株式 
7,424,172

優先株式 
950,101

純資産額 百万円 3,328,039 3,312,686 3,252,213 3,319,615 3,935,426

総資産額 百万円 3,558,800 3,653,155 3,929,752 3,795,110 4,166,332

１株当たり配当額 円 ― ― ―

普通株式 3,000

第一種 
優先株式 

10,500

第二種 
優先株式 

28,500

第三種 
優先株式 

13,700

第１回 
第四種 
優先株式 

135,000

第２回 
第四種 
優先株式 

135,000

第３回 
第四種 
優先株式 

135,000

第４回 
第四種 
優先株式 

135,000

第５回 
第四種 
優先株式 

135,000

第６回 
第四種 
優先株式 

135,000

第７回 
第四種 
優先株式 

135,000

第８回 
第四種 
優先株式 

135,000

第９回 
第四種 
優先株式 

135,000

第10回 
第四種 
優先株式 

135,000

第11回 
第四種 
優先株式 

135,000

第12回 
第四種 
優先株式 

135,000

第13回 
第四種 
優先株式 

67,500

第１回 
第六種 
優先株式 

728

 

普通株式 3,000

第一種 
優先株式

10,500

第二種 
優先株式

28,500

第三種 
優先株式

13,700

第１回 
第四種 
優先株式

135,000

第２回 
第四種 
優先株式

135,000

第３回 
第四種 
優先株式

135,000

第４回 
第四種 
優先株式

135,000

第５回 
第四種 
優先株式

135,000

第６回 
第四種 
優先株式

135,000

第７回 
第四種 
優先株式

135,000

第８回 
第四種 
優先株式

135,000

第９回 
第四種 
優先株式

135,000

第10回 
第四種 
優先株式

135,000

第11回 
第四種 
優先株式

135,000

第12回 
第四種 
優先株式

135,000

第１回 
第六種 
優先株式

88,500
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回次 第３期中 第４期中 第５期中 第３期 第４期 

決算年月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成17年３月 平成18年３月

自己資本比率 ％ 93.52 90.68 82.76 87.47 94.46

従業員数 人 99 122 135 115 124

(注) １ 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

２ 第５期中より、純資産額及び総資産額の算定に当たっては、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 
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２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について

は、重要な変更はありません。また、主要な関係会社の異動については、次のとおりであります。 

 

(その他事業) 

国内においてシステム開発・情報処理業務を行う株式会社日本総研ソリューションズを当社の連結

子会社といたしました。 

 

３ 【関係会社の状況】 

(1) 当中間連結会計期間において、当社の関係会社に該当しないこととなった会社のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

 住銀保証株式会社 

(2) 当中間連結会計期間において、新たに当社の関係会社となった会社のうち主要なものは次のとお

りであります。 

 

当社との関係内容 

名称 住所 

資本金 
又は 
出資金 
(百万円) 

主要な 
事業の 
内容 

議決権の
所有割合
(％) 

役員の
兼任等
(人) 

資金 
援助 

営業上 
の取引 

設備の 
賃貸借 

業務 
提携 

(連結子会社) 
株式会社 
日本総研ソリュー
ションズ 

東京都 
千代田区 

5,000 

その他事業 
(システム開
発・情報処理
業) 

100
(100)

― ― ― ― ― 

(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 「議決権の所有割合」欄の( )内は子会社による間接所有の割合(内書き)であります。 

 

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における従業員数 

(平成18年９月30日現在) 

 銀行業 リース業 その他事業 合計 

従業員数(人) 
[外、平均臨時 
従業員数] 

21,465
[7,306]

1,817
[10]

18,654 
[5,922]

41,936
[13,238]

(注) 従業員数は就業者数で記載しており、海外の現地採用者を含み、嘱託及び臨時従業員15,392人を含んでお

りません。 

 

(2) 当社の従業員数 

(平成18年９月30日現在) 

従業員数(人) 135

(注) １ 当社従業員は全員、株式会社三井住友銀行等からの出向者であります。 

２ 当社には従業員組合はありません。労使間において特記すべき事項はありません。 

 




